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島喚コミュニティと環境ガバナンス

研究グループ代表

篠原隆弘（鹿児島大学法文学部）

１．研究テーマの焦点

本班の交差しあう問題関心として二つの

問題群と関連のキータームを取り出しておき

たい。

－つは、「ごみ問題｣・｢循環型社会｣・｢環境

共生活動」・｢一般廃棄物処理場建設をめぐる

紛争」などの「ごみ」問題群である。この関

連では、もちろん廃棄物の排出・処理の厳密

な量的現状把握などと、排出・処理問題への

住民(集団)側・行政側の対応の仔細な追跡な

どが目指されることとなる。それだけではな

く、研究者側でも、住民(集団）・行政の双方

に自ら掌握している成功、あるいは失敗した

ほかの対応事例に関する情報を積極的に提示

していく姿勢が必要である。研究者は、住民

(集団)と行政のパートナーシップ構築のエー

ジェントたる条件を備えている。この条件を

生かすことが重要である。

もう一つは、「入会権｣・｢共同体の意`恩形成

のプロセス」・「自治コミュニティ」・「地域自

治組織｣・｢地域性集団｣・「コミュニティ活動」

などの「自治コミュニティ」問題群である。

この関連では、地域社会における「自治」の

当事者主体とその成立の範域をどう考えるか

などが最大の焦点であろう。地域性集団の代

表ともいえる町内会なども、地域末端のいわ

ゆる単位町内会で自らの活動を完結できるも

のは減少し、小学校単位、さらには中学校単

位へと範域を拡大して、活動の実質的な完結

をみるという傾向がうかがわれる。また、目

下進行中の市町村合併による行政の広域化の

なかで、「自治｣の実質的な単位をどの範域で

設定するｶｺの問題とのからみで､｢地域自治組

織」構想も浮上していると目される。かつて

は鎮守の森の社頭からみえる範囲が地域共同

体の範域であり、それが「自治」の単位であ

った。ところが、今日の交通・通信手段の飛

躍的革新などが人の生活の広域化を余儀なく

しているので、その実状にあった「自治」の

主体とその成立範域が模索される必要がある。

以上が、本班の研究テーマのごく大まかな焦

点である｡

２個別の研究内容

基礎的自治体における自治コミュニティ成

立の可能I性（西啓一郎）

今後、コミュニティが住民自治の単位とし

て、住民の自己決定・自己責任による活動を

実現していくために求められる方向としては、

①自治単位としての適当な規模を有すること、

②活動方針が民主的なプロセスで決定される

こと、③活動が特定の分野に限定されずある

程度の総合性を有すること､④閉鎖的でなく、

多様な。ラボレーションが行われること、な

どが求められる。今回の研究にあたっては、

比較的、自立・自律的なコミュニティが存在

すると考えられる島喚圏において、ガバナン

ス(共治)の萌芽が見られるコミュニティを対

象として、特に前述の③と④の視点を中心に

研究する。具体的に、着目する事例は次のと

おりである。

一つには、③(活動の総合性)の視点である。

全国的に少子化が進む中、平成１１年の厚生省

報告によると、合計特殊出生率が全国で最も高

いのが和泊町の２５８であり、以下喜界､天城、

伊仙、知名町と奄美群島の町が独占している。

この背景には､行政の施策以前に、地域ぐるみ

で子育てを手助けしようという習慣が残って

いることが大きいといわれる。地域住民に根付

く相互扶助の現状を調査することにより、今後、
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コミュニティ活動が、総合化し、生活支援型に

ステップアップしていくための手掛かりを探

りたい。二つ目には､④(ガバナンス)の視点か

らである｡瀬戸内町のオニヒトデの駆り余対策を

例に、テーマ性を有し、問題解決指向性のある

ボランティアグループやＮＰＯとの協働の必要

性が指摘されていることもあり、協働の仕組ZﾉＬ

づくりに関する示唆を得たい。

言にも踏み込みたい。

環境の保全をめぐる自治体･住民の意思形成

プロセスの研究（采女博文）

具体例としては、瀬戸内町の一般廃棄物処

理場の建設をめぐる紛争を念頭に置く。この

事例では、建築予定地は入会地であったが、

町は地区の代表者と賃貸借契約を結んで建設

しようとした。入会権の処分は、全員一致が

原則である。入会権者の一部の同意が得られ

ていないとすれば､賃貸借契約は無効である。

裁判でも、建設禁止の仮処分が確定した。建

設予定地がたまたま入会地であるがゆえに、

全員一致原則の壁により環境が保全される。

結論からみると、入会権の環境保全機能とも

いえる。この機会に改めてこの全員一致原則

を確かめ直すという作業をしておきたい。

離島社会における地域性集団と環境共生活

動（篠原隆弘）

人が地球環境への加害や破壊を限りなく最

少化して生きるという意味での環境共生活動

の定着と浸透が全地球人の至上課題の一つで

ある。環境共生活動の定着と浸透にもかかわ

る実践例やその多様な形と程度の萌芽事例を、

離島というまわりから隔絶された地理的特性

をもつ社会の地域社会現場に探る。

具体的には、主として次の三つの作業を進

めてみたい。(1)特徴的な環境共生活動に取

り組んでいる地域性集団を探る。町内会、区

会などの伝統的地域性集団とサークル・クラ

ブやＮＰＯなどの今日的地域性集団の双方に

わたって幅広くサーベイする。成功したとの

評価が固いコミュニティ活動事例の背後には、

この両タイプの地域性集団問、それに行政も

加わった２ないし３者間のパートナーシップ

がある。(2)見込みの地域性集団事例にたど

りつければ、同事例の組織と活動の集中的分

析を行い、環境共生活動の取り組み契機、展

開過程、展望と課題を明確にしていく。篠原

は、屋久島の集落社会分析を進めているが、

そこで得た重要な知見の一つが環境共生活動

も含めて地域現場のコミュニティ活動におい

ては生活者性のより強い女』性団体が有力なエ

ージェントであるということである。この知

見にも留意しつつ、環境共生活動の開始・定

着・浸透などを促進(あるいは阻害)する条件

や要因を摘出したい。(3)政策化が見込める

知見については、行政との接続を意識した提

離島におけるゴミ問題（土居正典）

平成１２年に循環型社会形成推進基本法が

公布され、廃棄物・リサイクルに関する法律

(循環型諸立法)の改正、制定が行われた。こ

のような循環型社会の中で、各自治体は廃棄

物・リサイクル対策を行っている。

鹿児島県においては、多くの島喚を抱えて

いることから、ごみ問題についても他の地域

とは異なる様々な課題がある。すなわち、離

島におけるごみ問題である。

例えば、家電リサイクルの例がある。家電

リサイクル法の施行により、不要になったテ

レビ、冷蔵庫の引き取りが無料から有料にな

り、その金額も離島ゆえに他の地域と比べて

割高である。そのため、不法投棄される家電

製品もある。また、屋久島では、世界遺産の

指定以来、観光客の増加に伴うごみ増加問題

に悩んでいる。自治体はその対策として、ご

みを減量化し、リサイクル化・再資源化をは

かるため努力している。具体例の調査を通し

て廃棄物ゼロをめざすゼロエミッション構想

を深めたい。
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